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特記仕様書 

 

 １． 適用範囲 

 

  １）．本仕様書は、平成２３年度 エコ防犯ソーラーライト整備工事１件共通の特記仕

様書である。なお、この仕様書で指示していないものについては、土木工事共通

仕様書（案）（平成２２年４月 京都府）（以下「共通仕様書」という。）によるものとす

る。 

 

２）．設計図書、仕様書及び本仕様書に明記されていない事項であっても工事遂行

上当然必要な事項は監督職員の指示にしたがい、請負者の負担により施工しな

ければならない。 

 

 ２． 一般的事項 

 

１）．工事の施工に当たっては、諸法令を遵守するとともに地元の関係機関に対し詳

細な施工計画をもって請負者が協議し、調整を図るものとする。 

 

２）．本工事の工期は、作業期間内の雨天日（降水、降雪）、日曜日、祝日、夏期休

暇、年末・年始休暇及び全土曜日を見込んでいる。（共通仕様書 １－１－１１） 

 

３)．本工事の施工に当たっては、請負契約書第１０条に基づく現場代理人は、主任

技術者又は監理技術者と同様、請負者との直接的かつ恒常的な雇用関係のあ

る者を選任しなければならない。（共通仕様書 １－１－１４） 

 

４)．請負者は、共通仕様書１－１－１６（下請負総額３千万円以上の場合）の規定に

よるほか、これ以外の工事であっても、必要に応じて、監督職員の指示により、国

土交通省令に従い、施工体制台帳（下請契約書等添付）及び施工体系図を作

成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従って、工事関

係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げるとともに監督職員に提

出しなければならない。（共通仕様書 １－１－１６） 

 

５）．請負者は、工事の施工に先立ち作成する施工計画書に、本工事の内容に応じ

た研修・訓練等の具体的な計画を作成し施行計画書に記載して、監督職員に提

出するものとする。 

   また、研修・訓練等の実施状況を記録し報告するものとする。 

（共通仕様書 １－１－３４） 

 

６）．工事中の排水については、関係者と十分協議のうえ必要な措置を講じるものと

する。 

 

７）．工事による振動・騒音等により、周辺家屋等へ影響がないよう十分注意し施工

しなければならない。 

 

８）．工事の施工に先立ち施工計画書を、監督職員に提出すること。 



（共通仕様書 １－１－６） 

９）．請負者は、盛土後に有害な沈下が起こらないように入念に施工すること。施工

箇所が沈下した場合は、請負者の責任においてすみやかに復旧すること。 

 

10）．請負者は、産業廃棄物管理票（マニュフェスト）制度を使用し適正な処理を行

うこと。 

また、産業廃棄物の処理を委託する場合は、運搬と処分についてそれぞれの

許可業者と処理委託料を記載した「処理委託契約書」により委託契約を行うこと。 

 

11)．請負者は、建設副産物適正処理推進要綱に基づき、「建設リサイクルガイドラ

イン（平成１４年 5 月）」に定められた様式（再生資源利用【促進】計画書・実施書）

を工事着手前と工事完成後に提出するものとする。 

   なお、計画書は施工計画書提出時、実施書は工事完成時に提出するものとす

る。（共通仕様書 １－１－２４） 

     

    12)．請負者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に従い、運搬車両に廃棄物

運搬車両であることを表示し、運搬内容が記載された書面を備え付けるものとす

る。表示内容等については、監督職員の指示に従うものとする。また、工事完成

時に、運搬車両への表示状況が確認できる写真を提出するものとする。 

 

13)．請負者は、実績情報システム（CORINS）に基づき、受注・変更・完成・訂正時

に工事実績情報として「工事カルテ」を作成し監督職員の確認を受けたうえ、適

宜登録機関に登録申請しなければならない。（共通仕様書 １－１－７） 

 

14）．法定福利分の現場従業員及び現場労務者に関する、労働保険成立証明書を

提出するものとする。（共通仕様書 １－１－４９） 

 

    15）．請負者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同組合に加入し、その

掛金収納書（発注者用）を工事請負契約締結時に提出するものとする。また、現

場事務所、工事現場の出入口等の見やすい場所に標識を掲示しなければなら

ない。（共通仕様書 １－１－４９） 

 

16)．請負者は、隣接工事又は関連工事の請負業者と相互に協力し、施工しなけれ

ばならない。また、他事業者が施工する関連工事が同時に施工される場合にも、

これら関係者と相互に協力しなければならない。（共通仕様書 １－１－１７） 

 

17）．軽油については、不正軽油の使用防止のため JIS 規格軽油を使用し、燃料検

査を実施する場合は協力しなければならない。 

 

 ３． 施工条件事項 

 

     １）．工事に伴う通行規制については必要最小限とし、十分な調整を行ったうえ

計画を立て、監督職員の承諾を得て所定の手続きを講じること。また、合わせて

交通管理図を作成し提出すること。 

      また、夜間の照明やバリケード等の設置については、施工状況に合わせて十

分な管理を行うこと。 



２)．請負者は、工事の施工にあたって、工事現場の公衆が見やすい場所に標示板

を設置しなければならない。 

      標示板は、「道路工事現場における標示施設等の設置基準」に準じて作成する

ものとし、別紙（別紙－１～３）を参照すること。 

記載項目のうち「工事内容」、「工事種別」については、以下によるものとする。 

 

工事内容：エコ防犯ソーラーライト整備工事をしています。 

工事種別：道路等照明工事 

 

３）．請負者は、設計図書に従って、工事の施工について監督職員の立会にあたっ

ては、あらかじめ所定の様式により立会に係わる事項（種別、確認時期等）を監督

職員に報告しなければならない。（共通仕様書 １－１－２５） 

 

４）．段階確認は、請負者（現場代理人又は主任（監理）技術者若しくは、あらかじめ

監督職員の承諾を得たもの）が臨場するものとする。（共通仕様書 １－１－２５） 

 

５）．本工事の施工に伴い実施する品質管理試験は、品質管理基準に記載される

「必須」項目を実施し、「その他」の項目については、監督職員の指示により実施

するものとする。（共通仕様書 １－１－３１） 

 

６）．施工については、排出ガス対策型建設機械を使用するものとする。 

（共通仕様書 １－１－３８） 

 

    ７）．工事に伴う残土、アスファルト殻、コンクリート殻の処分は、指定地処分とする。 

また、運搬経路については監督職員の承諾を得ることとするが、運搬距離につい

ては変更しないものとする。 

 

８）．埋戻工は、流用土を転圧機等で十分締固め、所定の高さまで埋戻ものとする。

埋戻後に有害な沈下が起こらないよう入念に施工すること。 

 

９）．請負者は、監督職員及び各道路埋設物管理者と十分協議を行い、損傷等を

与えないようにしなければならない。 

 

10）．本工事において湧水が発生した場合は、監督職員に報告し、協議すること。 

 

11）．工事着手については、関係者等に配布する工事のお知らせの周知徹底が完

了してから行うものとする。 

 

12）．住宅地・公園等隣接していることから十分な安全対策を講じること。 

 

 13）．工事用運搬路は、公衆に供する道路を使用することから、工事用車両の通行

には徐行等の安全対策を講じること。 

 

     14）．使用材料等については、事前に必要書籍を提出し、監督職員の承諾を得たう

えで使用すること。 



 

     15）．工事施工にあたっては、地元関係者及び関係機関と十分協議を行い、トラブ

ルのないよう配慮すること。 

 

16）．工事に伴う苦情や損傷に対しては、請負者が責任をもって対応し、さらには措

置するものとする。その内容については、監督職員に速やかに報告すること。 

 

17）．仕上がり面にクラック等が生じた場合は、監督職員と範囲の協議をし、グラウン

ド表層工のやり直し又は補修を行うものとする。 

 

18）．必要に応じ、井手町総務課・産業環境課で開催する工程調整連絡会議に現

場代理人もしくは、監理技術者が出席するものとする。 

 

４． 交通誘導員の明示  

 

交通誘導員については、安全管理について十分検討し関係機関と協議の上

適正配置を行うこと。 

配置計画については、安全管理図等必要書類を作成の上、工事着手までに

監督職員の承諾を得ること。 

なお、交通誘導員は ６ 名 計上している。 

 

※ 明示条件として、工事全体での配置人員を明示しているため、実際の配置人員

が設計数量以下である場合には、出来高不足となり減額変更の対象とする。 

 

  交通誘導員の設計変更について 

根拠及び内容が妥当である条件変更については、変更対象とする。したがって、

出来高のみの増額変更はしない。 

 

５． 現場条件事項 

 

       個々の設置場所において、条件が異なるため復旧方法について監督員と十

分協議のうえ決定すること。 

        なお、復旧にかかる費用は変更対象とする。 



製 品 仕 様 書 

１．照明設計（設計基準） 

   １．『道路照明施設設置基準・同解説』：平成１９年１０月（日本道路協会） 

   １．『電気通信施設設計要領・同解説（電気編）』平成２０年度（建設電気技術協会） 

   １．その他関係法令及び基準 

 

２．製品本体について 

 太陽電池パネル：120W 以上 

 照明高さ：3ｍ以上 

 耐風速：60m/s 以上 

光源：白色ＬＥＤ 

光束：1,200 ﾙｰﾒﾝ以上 

点灯時間： 日没～日の出まで（14 時間程度の点灯を標準とする。） 

水平面照度分布：下図のとおり 

                       前 

                          ※前左右 3m 程度を 10 ルクスで照らせるこ

と。 

 

 

 

 

 

  

        ５
ｍ
以
上

２
ｍ
以
上 

７ｍ以上 ７ｍ以上 

設置位置 

               後 

３．設置方法  

 ベースプレート方式 

 

４．無日照日保証 

 5 日間 

 

５．蓄電池 

 容量：12V-110A 以上 

 取付位置：支柱下部もしくは支柱内臓 

 

６．バッテリー保証期間 

 製品納入から１年間以上の保証とし、期待寿命１０年とする。 
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